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原村子ども・子育て支援センター（愛称：はらっぱ） 

指定管理業務仕様書 

令和８年８月 

 

原  村 

 原村子ども・子育て支援センター（愛称：はらっぱ。以下「本施設」という。）の管理運営業

務の内容及び仕様については、以下のとおりとする。 

１．基本的な考え方 

 指定管理者が本施設を管理運営するにあたっての基本的な考え方は、次のとおりとする。 

（１）地方自治法、原村公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例及び条例施行規則

並びに原村子ども・子育て支援センターの設置及び管理に関する条例（令和５年原村条例第２号。

以下「設置条例」という。）の規定を遵守した管理運営を行うこと。 

（２）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）

その他関係法令並びに地域子育て支援拠点事業の実施について（令和６年３月 30 日こ成環第 113

号。以後の改正を含む。以下、その別紙「地域子育て支援拠点事業実施要綱」を「国実施要綱」

という。）、子ども・子育て支援交付金交付要綱（令和５年９月７日こ成事第 481号。以後の改正

を含む。）及び地域子育て相談機関の設置運営等について（令和６年３月 30 日こ成環第 100 号。

以後の改正を含む。）その他の関係通知に基づき、適切な業務の実施に努めること。 

（３）本施設の設置目的（児童福祉の増進、子育ち・子育て家庭への支援及び子どもの教育の充

実）に従った適切な管理運営を行うこと。 

（４）「公の施設」であることを常に念頭に置いて公平な運営を行うこととし、特定の個人又は

団体等に有利あるいは不利となるような取扱いをしないこと。 

（５）利用者（子ども及び保護者を含む。以下同じ。）が安全・安心・快適に施設を利用するこ

とができるよう適正な管理運営を行うとともに、効果的かつ効率的な運営を行い、管理運営経費

の削減に努めること。 

（６）省エネルギーに努めるとともに廃棄物の発生を抑制し、環境に配慮した管理を行うこと。 

（７）本施設の目的を十分に達成するため、必要に応じて村の関係部局と協議すること。また、

村及び行政機関が実施し、又は要請する業務（緊急安全点検、防災訓練、監査・検査等）であっ

て、本施設の管理運営又は利用者の安全確保に関係するものについては、これに協力すること。 

（８）個人情報の保護を徹底するとともに、虐待その他要保護児童に関する事案を把握した場合
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は、速やかに村へ報告し、村及び関係機関と連携すること。 

２．施設の概要 

（１）名称   原村子ども・子育て支援センター（愛称：はらっぱ） 

（２）所在地  長野県諏訪郡原村 12090 番地１ 

（３）設置者  原村 

（４）開所日  月曜日から土曜日まで（祝日及び 12 月 29 日から翌年１月３日までを除く。） 

（５）開所時間 午前９時 30分から午後６時 15分まで（地域子育て支援拠点事業の開所時間は同

時間とし、交流の場（子育てサロン）の提供は午前 10 時から午後４時までを基本とする。） 

（６）休館日  日曜日、祝日、12 月 29 日から翌年１月３日まで及び村が別に承認した日 

 なお、指定管理者は、地域子育て支援拠点事業の交付要件を満たすとともに、交流の場（子育

てサロン）の現行の開所水準（月曜日から土曜日まで、祝日及び年末年始（12 月 29 日から翌年１

月３日まで）を除く、１日６時間以上）を維持すること。やむを得ない事由により開所水準を下

回る場合は、速やかに村に報告すること。 

 指定管理者は、あらかじめ村の承認を得て開所日、開所時間又は休館日を変更したときは、本

施設への掲示、ホームページ、ＳＮＳその他適切な方法により、速やかに利用者に周知すること。 

３．指定期間 

 指定期間は、令和９年４月１日から令和 12 年３月 31 日までの３年間とする。 

４．業務の範囲及び具体的内容 

 本施設の管理運営を行うにあたっての業務の範囲及び具体的内容は次のとおりとする。 

（１）業務の範囲 

① 地域子育て支援拠点事業（児童福祉法第６条の３第６項）に関する業務（子ども・子育て

支援交付金の親子関係形成支援事業を含む。） 

② 子どもの居場所機能に関する業務 

③ 施設及び設備の維持管理に関する業務 

④ 使用の許可業務（設置条例に定める相談室、会議室及びテレワークルームの使用許可に係

るものに限る。） 

⑤ 利用料金の収受業務 

⑥ 自主事業（設置条例第４条第２項第４号に規定する村長が認める業務として、指定管理者

が村の承認を得て任意に実施することができる業務とし、指定管理料の対象外とする。） 
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⑦ 前各号に掲げるもののほか、本施設の設置目的の範囲内で、設置条例、募集要項、本仕様

書及び協定に明示された業務 

 ただし、村の固有事務、行政処分のうち村長のみが行うべき事務、相談員（家庭児童相談員及

び家庭教育相談員をいう。以下同じ。）による業務、教育支援センター業務、行政財産の目的外

使用許可、要保護児童対策地域協議会における支援方針決定その他本仕様書で対象外とする業務

は含まない。 

 なお、教育支援センター（中間教室）に関する業務は、指定管理業務には含まない。ただし、

本施設全体の建物、設備及び共用部分の維持管理は指定管理者が行うものとし、教育支援センタ

ーとして使用する室の建物及び設備部分の維持管理についても、施設全体の管理の一部として指

定管理者が行うものとする。 

（２）地域子育て支援拠点事業に関する業務 

① 開所時間及び業務範囲 

 指定管理者は、地域子育て支援拠点事業について、原則として午前９時 30分から午後６時 15分

までを開所時間として実施するものとする。 

 交流の場（子育てサロン）の提供については、午前 10 時 00 分から午後４時 00 分までを基本と

する。ただし、午前９時 30 分から午前 10 時 00 分まで及び午後４時 00 分から午後６時 15 分まで

の時間帯についても、相談、援助、情報提供、助言、講座準備、記録作成、施設管理、関係機関

連携、利用者対応その他地域子育て支援拠点事業に必要な業務を実施する時間として取り扱うも

のとする。 

 交流の場（子育てサロン）の実施時間及び実施日については、利用実績を踏まえ、指定管理者

からの提案により見直すことができる。ただし、変更にあたっては、あらかじめ村の承認を得る

こと。 

 地域子育て支援拠点事業の業務は、子育て親子の交流の場の提供及び交流の促進、子育て等に

関する相談及び援助、地域の子育て関連情報の収集及び提供、子育て及び子育て支援に関する講

習等の実施のほか、相談記録の作成、利用者対応、講座及び行事の準備、施設内の安全確認、環

境整備、関係機関との連絡調整、地域資源との連携、支援を要する家庭の把握及び村への報告そ

の他本事業の実施に必要な業務を含むものとする。 

② 基本事業 

 国実施要綱に基づき、次の基本４事業を全て実施すること。 

ア 交流の場の提供と促進（子育てサロンの運営） 

 子どもと保護者が安心して集い、交流できる場を提供するとともに、子育てサークル及び子育
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てボランティアの育成・支援に努めること。 

イ 子育て等に関する相談及び援助 

① 業務の性格 

 指定管理者は、地域子育て支援拠点事業における相談業務として、来所及び電話等による育児

不安等についての個別相談を受け付け、必要な情報提供、助言及び関係機関へのつなぎを行うも

のとする。指定管理者が担う相談は、利用者からの入口としての一次相談とし、継続的なアセス

メント、専門的判断又は関係機関との支援方針調整を要する事案については、村（子ども課）が

担うものとする。 

② 一次相談の水準 

 指定管理者が担う一次相談は、概ね 30 分以内の対話で完結し、一般的な育児情報の提供、声か

け及び関係窓口の案内で対応可能な範囲のものとする。 

③ 村へつなぐ判断基準 

 指定管理者は、相談対応を通じて次のいずれかに該当すると判断した場合は、村（子ども課）

に連絡するものとする。 

ア 次に掲げる事案（重大性による基準） 

(ｱ) 虐待又はその疑いがあると認められるとき。 

(ｲ) 家庭の養育環境に関して専門的な支援が必要と認められるとき。 

(ｳ) 利用者の状況が著しく悪化していると認められるとき。 

(ｴ) その他、村との連携が必要と指定管理者が判断したとき。 

イ 継続的対応、他機関連携又は専門的判断を要すると認められるとき。 

ウ 学校若しくは保育所等における生活、発達、家族関係、経済若しくは生活基盤、保護者の

精神保健その他村による判断が適当と考えられる内容の相談を受けたとき。 

④ 村への連絡区分 

 指定管理者は、③に該当する事案の性質に応じ、即時連絡、当日情報共有又は定例共有の区分

により村に連絡するものとする。連絡区分の適用、連絡方法、様式その他必要な事項は⑨により

別に定める。 

⑤ 運用原則 

 指定管理者の職員は、判断に迷いを生じた場合には、③に該当するものとして村へ連絡するこ

とを原則とする。当該取扱いにより連絡が結果として不要であったと判明した場合においても、

指定管理者及び村は、これを問題としない。 

⑥ 相談業務に従事する職員の能力 
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 指定管理者は、相談業務に従事する職員が、（４）①ウに定める職員配置基準を満たすほか、

次の事項を判断できる能力を有するよう努めるものとする。 

ア 一次相談の範囲を超える事案の早期認識 

イ ③の判断基準に基づく村への連絡要否の判断 

ウ 利用者との信頼関係を損なわずに専門相談へつなぐ対応 

⑦ 村が担う業務 

 次に掲げる事務は村が実施するものとし、指定管理者は村の指示に従い、これに協力するもの

とする。 

ア 相談員による専門的相談支援 

イ 支援方針の決定 

ウ 要保護児童対策地域協議会との調整 

エ 行政上の調査、指導及び措置判断 

オ 虐待、要保護児童、要支援児童、特定妊婦、養育困難家庭、発達上の専門的支援その他村

による判断を要する事案の対応 

 指定管理者は、これらの事案を把握した場合は、直ちに村のこども家庭センター担当部署に報

告し、村の指示に従い、相談記録の作成、引継ぎ及び関係機関との連携に協力すること。 

⑧ 地域子育て相談機関としての位置付け 

 村が本施設を地域子育て相談機関として位置付ける場合は、「地域子育て相談機関の設置運営

等について」（令和６年３月 30 日こ成環第 100 号）に定める運用方法に基づき、相談記録の様式、

地域子育て相談機関である旨の表示その他必要な事項について、村と指定管理者が協議のうえ別

に定める。 

⑨ 運用ガイドライン 

 ③の判断基準の詳細、④の連絡区分の適用及び方法、相談対応記録票の様式、村と指定管理者

の間の情報共有の範囲及び方法その他相談業務の運用に関する事項については、村が別に定める

「はらっぱ相談業務運用ガイドライン（仮称）」によるものとする。当該ガイドラインは、指定

管理の開始にあたって、村が指定管理者との協議を経て策定するものとし、指定期間中毎年度、

運用実績を踏まえ、村と指定管理者の協議のうえ見直すものとする。 

ウ 地域の子育て関連情報の収集及び提供 

 子育てに関する情報を広く収集し、掲示・配布・ウェブ等により利用者へ積極的に提供するこ

と。ＳＮＳ及びホームページを活用し、イベント・講座情報をタイムリーに発信すること。 

エ 乳幼児を対象とした講習等の実施 
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 「あひるクラブ」の名称を引き継ぎ、月１回以上開催すること。また、子育て家庭のニーズを

踏まえ、あそびの講座・育児講座・イベント等を定期的に企画・開催すること。オンラインの活

用も検討すること。 

オ 親子関係形成支援事業 

 子ども・子育て支援交付金の親子関係形成支援事業として、親子間の適切な関係性の構築を目

的とした、子どもの発達段階等に応じた学習機会及び情報の提供、相談並びに助言等を実施する

こと。本事業は、本施設において年８回以上実施するものとし、会場の設営及び運営を含め指定

管理者が行う。実施にあたっては、村と協議のうえ年度事業計画に対象者、実施回数、内容、職

員体制及び記録方法を明記し、実施日、内容、担当者、参加者数その他必要な事項を記録して、

月次報告及び年度報告に記載すること。 

 本事業に係る個人情報は、地域子育て支援拠点事業に係るものと区分して管理すること。本事

業に要する経費は指定管理料に含むものとし、その実績は子ども・子育て支援交付金の事業区分

（地域子育て支援拠点事業及び親子関係形成支援事業）に応じて区分経理すること。 

③ 加算要件への対応 

 子ども・子育て支援交付金に係る加算要件については、国実施要綱に基づき、次の取組を実施

すること。実施にあたっては、年度事業計画に明記し、実施日、内容、担当者、参加者数、相談

件数、課題及び改善点を記録し、月次報告及び年度報告に記載すること。 

ア 子育て支援活動の展開（加算（ア）） 

 指定管理者は、国実施要綱に定める子育て支援活動の展開に係る取組のうち、「拠点施設を拠

点とした市町村独自の子育て支援事業」として、子どもの居場所支援事業を実施すること。 

 当該事業は、放課後等の時間帯において、子どもが自由に立ち寄り、安全・安心に過ごすこと

ができる居場所を提供するものであり、放課後児童健全育成事業又は一時預かり事業として実施

するものではない。 

 指定管理者は、施設管理者として通常必要な安全確認、事故・急病時の初動対応、保護者連絡

及び村への報告を行うものとする。ただし、児童ごとの出欠管理、帰宅管理、送迎、学習指導、

継続的な監護その他放課後児童クラブと同様の預かり又は見守りは、本業務に含まない。 

 なお、当該事業の内容、対象者、実施日、実施時間、実施場所、担当職員、利用方法、安全管

理、緊急時対応、保護者への周知事項及び実績記録の方法については、指定管理者が年度事業計

画又は運営マニュアルに定め、村の承認を得るものとする。 

 指定管理者は、当該取組の実施状況について、実施日、実施時間、活動内容、担当職員、参加

者数、相談件数、成果、課題及び改善点を記録し、月次報告及び年度報告に記載しなければなら

ない。 
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イ 地域支援（加算（イ）） 

 指定管理者は、地域全体でこどもの育ち及び親の育ちを支援するため、地域の実情に応じ、地

域に開かれた運営を行うとともに、関係機関、地域団体、子育て支援活動を行う団体、地域ボラ

ンティア、民生児童委員、保育所、学校、医療機関その他地域資源との連携を継続的に行うもの

とする。 

 地域支援の取組として、地域ボランティアの受入れ及び育成、子育てサークルその他地域団体

との協働、地域の多様な世代との交流、地域行事や伝統文化等を活用した親子交流、地域の子育

て資源の発掘及び育成、利用につながりにくい家庭への情報提供及び村へのつなぎその他地域の

実情に応じた取組を実施するものとする。 

 地域ボランティアは、遊び、交流、行事等の活動補助を行う者であり、児童の監護、出欠管理、

帰宅管理その他放課後児童クラブと同様の見守りを担うものではない。 

 指定管理者は、村の方針に基づき、八ヶ岳定住自立圏の取組その他の広域的な子育て支援に係

る連携に協力するものとする。 

 指定管理者は、地域支援の実施状況について、連携先、ボランティア人数、実施回数、活動内

容、参加者数、成果、課題及び改善点を記録し、月次報告及び年度報告に記載しなければならな

い。 

ウ 加算対象外の取扱い 

 加算（ウ）特別支援対応加算については、本仕様書の対象外とする。ただし、日常の施設利用

における合理的配慮、一次相談への対応、村への報告及び引継ぎまでを否定するものではない。

専門的支援、専門職配置及び個別支援計画の作成等は本業務に含まない。 

 また、加算（ア）及び加算（イ）の実施にあたり、同一の取組を重複して実績計上することが

ないよう、年度事業計画において、それぞれの加算区分、取組内容及び実績整理の方法を明確に

すること。 

（３）子どもの居場所機能に関する業務 

① 対象者 

 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある者とする。保護者の同伴は要しない。 

② 実施内容 

 放課後等の時間帯において、対象者が立ち寄り、安全・安心に過ごすことのできる居場所を確

保すること。具体的な運営方法及び活動内容は、本施設の設置目的に沿うものとして指定管理者

が年度事業計画又は運営マニュアルに定め、村の承認を得るものとする。 

③ 運営上の留意事項 
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 当該機能は、放課後児童健全育成事業（学童クラブ）及び一時預かり事業ではない。このため、

指定管理者は次の事項を担わない。 

・児童ごとの出欠確認・帰宅管理 

・送迎及び継続的監護 

・学習指導 

・放課後児童クラブと同様の常時見守り 

④ 安全確保 

 指定管理者は、施設管理者として通常必要な安全確認を行うとともに、利用者の事故・急病が

発生した場合は初動対応を行い、必要に応じて保護者連絡及び村への報告を行うこと。 

⑤ 保護者への周知 

 指定管理者は、次に掲げる事項を利用者（保護者）に対し事前に周知すること。 

ア 本機能が預かり事業ではなく、保護者の責任のもとで利用する事業であること。 

イ 指定管理者が加入する利用者傷害保険は、子育てサロンの利用者を対象とするものであり、

本機能の利用者は当該保険の対象に含まれないこと。 

ウ 本機能の利用中に生じた傷害等については、施設の管理上の瑕疵に起因する場合その他村

又は指定管理者が責任を負うべき場合を除き、保護者の責任において対処するものであること。 

 周知は、施設内の掲示、利用案内の配布、ホームページその他適切な方法により行うものとし、

周知の方法及び内容については、あらかじめ村の承認を得ること。 

（４）施設の運営に関する業務 

① 組織体制等 

ア 本施設を適切かつ効率的に管理運営するために、必要な業務執行体制を確保すること。ま

た、労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法その他労働関係法令を遵守すること。 

イ 運営管理の責任者として、施設長１名を配置すること。また、施設長が不在の場合には、

その職務を代行できる者を配置すること。施設長は、職員の指揮監督、利用者対応、緊急時対

応及び村との連絡調整に責任を負うものとし、選任及び変更があったときは、あらかじめ村に

報告すること。 

ウ 国実施要綱に定める子育て親子の支援に関して意欲のある者であって、子育ての知識と経

験を有する専任の者を、地域子育て支援拠点事業の開所時間中、常時２名以上（施設長兼務可）

配置すること。 

 この職員配置は、交流の場（子育てサロン）の提供時間に限らず、地域子育て支援拠点事業の

開所時間全体において満たすものとする。 
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 指定管理者は、次に掲げる資格等を有する者（以下「有資格者等」という。）を１名以上確保

すること。有資格者等は、指定期間の開始日までに確保すれば足りるものとし、応募の時点にお

いて現に雇用していることを要しない。 

(ｱ) 保育士 

(ｲ) 幼稚園教諭 

(ｳ) 教員（小学校、中学校、高等学校又は特別支援学校の普通免許状を有する者） 

(ｴ) 保健師 

(ｵ) 助産師 

(ｶ) 看護師 

(ｷ) 社会福祉士 

(ｸ) 精神保健福祉士 

(ｹ) 公認心理師 

(ｺ) こども家庭ソーシャルワーカー 

(ｻ) 社会福祉主事 

(ｼ) 子育て支援員研修（地域子育て支援コース）を修了した者 

 指定管理者は、交流の場（子育てサロン）の提供時間においては、上記の常時２名以上の職員

のうち１名以上を有資格者等とするよう努めること。 

 指定管理者は、地域子育て支援拠点事業について、常勤職員を１名以上配置しなければならな

い。 

 常勤職員は、指定管理者の就業規則、雇用契約、辞令その他の労務管理上の書類において常勤

職員として位置付けられ、地域子育て支援拠点事業の運営管理、相談対応、関係機関連携、子育

て支援活動の企画及び実施、地域支援、職員間の連絡調整、実績報告その他本事業の中核的業務

を担う者とする。 

 本項に定める職員のうち少なくとも１名は、学校教育、保育、児童福祉又は児童発達支援のい

ずれかの分野に係る実務経験を有することが望ましい。 

エ 防火管理者１名を配置すること。（施設長等との兼務可） 

オ 従業員の勤務体制は、本施設の管理運営に支障がないよう留意すること。職員の勤務シフ

ト、勤務時間帯及び担当割は、開所時間内の運営に支障のない範囲において、指定管理者が定

めるものとする。 

カ 休憩、年次有給休暇、研修、会議、外出、急病、欠勤その他の事情により、地域子育て支

援拠点事業の開所時間中に専任職員が１名体制となることがないよう、指定管理者の責任にお

いて必要な代替職員又は応援職員を配置しなければならない。 
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 指定管理者は、勤務ローテーション、代替職員名簿、勤務実績、休憩取得状況及び代替配置の

実績を記録し、村が求めたときは速やかに提出しなければならない。 

キ 本施設の管理運営にあたり、法令等により資格を必要とする場合には、有資格者を確保す

ること。 

ク 業務に従事する職員の名簿、職員の配置計画・配置状況、資格及び研修受講状況、勤務ロ

ーテーション、代替職員名簿その他村が必要と認める書類を、村が指定する日までに提出し、

変更が生じた場合は速やかに報告すること。 

ケ 職員の採用、労務管理及び給与の支払い等を自らの責任において行うこと。 

コ サービスの向上を図るため、配置する従業員全員が業務全般を理解し、適切に処理できる

よう、年１回以上、職員を対象とした研修会等を実施し、職員の専門性及び資質の向上を図る

こと。研修内容には、相談業務、児童福祉、発達支援その他本業務の実施に必要な事項を含め

るものとする。なお、研修の実施に要する費用は、指定管理料（人件費）に含まれるものとし、

別途の予算措置は行わない。 

サ 業務に従事する全職員から、個人情報の取扱いに関する従事者誓約書を徴し、保管するこ

と。 

② 現職員の採用検討 

 指定管理者は、本施設の円滑な引継ぎを図るため、現在本施設で勤務する職員の希望を踏まえ、

説明機会及び面談機会を設けるよう努めること。ただし、採否及び労働条件は指定管理者の責任

において決定するものであり、村は雇用継続を保証しない。 

③ 利用者の増加を図るための業務（営業・広報活動等） 

ア 本施設の内容、利用時間、休館日、利用料金等、本施設の概要を分かりやすく記載したリ

ーフレット・チラシ・ポスター等を作成し、配布すること。 

イ 本施設の利用者に対してアンケート等によるセルフモニタリングを年１回以上実施し、利

用者の意見や要望を把握して業務改善等管理運営に反映させるよう努めるとともに、その集計

結果及び意見や要望への対応策等について村に報告すること。 

ウ 本施設のホームページ及びＳＮＳを開設・管理し、随時更新を行うこと。オンラインを活

用した講座・イベント・アンケート等の実施を検討し、デジタル技術の積極的な活用を図るこ

と。 

エ 広報紙への掲載を希望する場合は、事前に村と協議し、指示に従うこと。 

オ その他施設利用者の増加に関して必要なこと。 

④ サービス向上を図るための業務 

ア 業務マニュアル（運営・接遇・相談対応等）を作成し、受付、相談、講座運営等の業務に
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遺憾のないよう徹底を図ること。 

イ 施設利用者等からの苦情、要望及び意見に対して、誠実かつ迅速に対応又は処理し、その

内容を村に報告すること。重要な苦情、繰り返し発生する苦情又は村の判断を要する苦情につ

いては、速やかに村へ報告し、対応方針を協議すること。 

ウ 施設周辺の近隣住民からの騒音その他の苦情については、指定管理者が一次対応を行うも

のとし、誠実かつ継続的に対応すること。対応状況は記録し、村へ定期的に報告すること。 

エ 電話等での各種問合せ、施設見学等への対応を行うこと。 

オ 子どもの意見を運営に反映させるため、意見交換会の開催、利用者アンケートへの子ども

向け設問の設定その他の方法により、子どもの意見を把握する場を設け、運営の改善に努める

こと。 

カ その他施設利用者へのサービス向上に関すること。 

⑤ 関係機関との連携 

ア 村、保育所、幼稚園、学校、医療機関、児童相談所その他の関係機関と連絡を密にし、効

果的な事業実施が可能となるよう努めること。なお、教育支援センターとの連携は、同一施設

内で村が引き続き実施する直営事業との情報共有・連絡調整として行うものであり、指定管理

業務として教育支援センターの業務を担うものではない。 

イ 村その他関係機関から会議参加等の依頼があった場合は、協力・参加に努めること。 

ウ 村が関係機関との連携を行う場合、指定管理者は必要な範囲で協力すること。相談業務に

係る村への報告、連絡、情報共有及び記録の作成については、（２）②イ③、④及び⑨に定め

るところによる。 

⑥ 自主事業の実施に関すること 

 指定管理者は、本施設のサービスの向上等を目的として、自主的に事業を実施することができ

る。自主事業を実施する場合は、あらかじめ村へ自主事業計画書を提出し承認を得なければなら

ない。 

 自主事業の実施に係る費用及び一切のリスクは、指定管理者の負担とし、自主事業に係る収益

は指定管理者に帰属するものとする。 

 自主事業の実施に必要な保険には、指定管理者の責任と費用で加入すること。自主事業の実施

に伴い第三者に生じた損害については、村が加入する賠償責任保険の対象外となるため、指定管

理者は自らの責任及び費用において必要な保険に加入しなければならない。 

 なお、指定管理者又はその関係団体が、本施設を自団体の事務所、連絡拠点、既存事業の受付

窓口、営業拠点のように継続的・専用的に使用することは認めない。本施設の設置目的に沿った

自主事業と、施設の私的・継続的な専用使用は明確に区別すること。 
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 自主事業の実施にあたり、本施設の特定の室を継続的に専ら当該事業の用に供することは、前

段の専用使用の禁止に該当するものとして取り扱う。 

 自主事業として定期的な講座・教室を実施する場合は、次の要件をすべて満たすものに限り承

認する。①子育て支援・親子交流・子どもの育ちに関連する内容であること。②指定管理者又は

その関係団体が他の場所で実施している既存事業の受付・営業・集客を主目的とするものでない

こと。③あらかじめ年度ごとに自主事業計画書を提出し、村の承認を得ること。 

⑦ 施設の目的外使用に対する許可について 

 施設の目的外使用については、指定管理者が許可を行うことはできない。地方自治法の規定に

基づき、村が申請者に対して直接許可業務を行う。 

（５）施設の維持管理に関する業務 

① 施設及び設備の維持管理業務 

 施設及び設備の維持保全並びに安全管理の基準は以下のとおりとする。 

ア 施設の維持及び管理に関すること 

（ｱ） 日常点検業務 

 目視等による施設、設備等の巡回点検を行い、常に安全かつ良好な状態を保持し、異常を発見

した場合は速やかに適切な措置を講ずること。 

・本施設の敷地内全てを対象とする。 

・清掃（床面、壁面、造作物、備品等）。日常清掃は、本施設の開所日において毎日実施す

ること。 

・日常清掃のほか、次に掲げる定期清掃を実施すること。 

ａ エアコン及びロスナイ空調機のフィルター清掃 年２回実施し、そのうち１回は洗浄

清掃とすること。 

ｂ ガラスサッシクリーニング 年１回以上 

ｃ カーペット洗浄クリーニング 年１回以上 

ｄ 塩化ビニル長尺床材及びフローリング床材の洗浄クリーニング 年１回以上 

・ゴミ処理 

・電球、蛍光灯、トイレットペーパー等の消耗品の交換・補充 

・清掃業務基準を定め、詳細な清掃箇所及び日常清掃、定期清掃の区分、清掃回数、清掃方

法等を提示すること。 

（ｲ） 環境整備 
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 利用者の安全を確保しつつ、植栽等の特性、美しい景観に配慮し、快適な空間を提供すること

ができるよう、環境整備すること。 

・除草作業 

・花壇等の手入れ 

・害虫等駆除（施設利用者が、蛇、蜂及び毒虫等の被害にあわないよう、日常点検を行うと

ともに、駆除を行う。） 

・除雪作業 

（ｳ） 教育支援センター使用室の取扱い 

 教育支援センターとして使用する室については、施設全体の維持管理の一部として指定管理者

が清掃、点検及び修繕を行うものとする。当該室への入室を伴う清掃、点検、修繕及び緊急時の

対応については、あらかじめ村と協議のうえ定める方法及び手順により行うものとする。 

 当該室の管理方法については、村と指定管理者が協議のうえ定めるものとする。 

 指定管理者は、施設の維持管理上必要な範囲を超えて、教育支援センターの支援記録、相談記

録、児童生徒情報その他教育支援センター業務に係る個人情報を取り扱ってはならない。 

イ 設備の維持及び管理に関すること 

 施設内の設備を安全かつ安心して利用できるよう保守管理し、常に良好な状態を保持すること。

なお、法令等により資格を必要とする業務には、直営、委託の形態は問わないが、有資格者があ

たること。 

ウ 施設及び設備の保守及び点検に関すること 

 施設及び設備の保守及び点検の基準は次のとおりとする。なお、保守及び点検の結果の写しを

事業報告書に添付すること。 

・法定点検 

・消防用設備定期点検 

・自動ドア保守点検 

・太陽光発電設備定期点検（４年に１回、専門業者により実施。直近実施：令和６年度、費

用実績 88,000 円。指定期間中は令和 10年度に実施し、これに要する費用は指定管理料に含む

ものとする。点検結果は速やかに村へ報告すること。） 

・その他必要と認められる業務 

エ 施設及び設備の小規模修繕に関すること 

 １件あたり 20 万円未満の修繕については、経年劣化、通常使用による損耗、第三者の行為その

他指定管理者の責めに帰することができない事由によるものを含め、指定管理者の費用と責任に
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おいて実施すること。ただし、必要とされるメンテナンス等を怠り修繕が発生した場合は金額に

かかわらず指定管理者の費用と責任において実施すること。１件あたり 20 万円以上の修繕及び施

設の構造上の瑕疵による修繕は、村が行うものとする。 

 

オ 施設及び設備の警備に関すること 

 盗難、破壊等の犯罪の防止、火災等の災害の防止、財産の保全及び利用者の安全を目的とする

警備業務を実施すること。 

・不審者・不審物を発見した場合には、警察等への通報等適切な対応をとること。 

・防犯カメラの保守を行うこと。 

カ 施設管理に必要な契約 

 指定管理者は、指定期間開始日までに、本施設の管理運営に必要な警備、保守点検、リース、

通信その他必要な契約を締結するものとする。これらの費用は指定管理料の算定に含めて計上す

るものとする。 

 施設警備、防犯カメラ保守及びＡＥＤリースについては、村が現に締結している契約が存在す

る。これらの契約の取扱い（既存契約の期間満了までの村名義継続、指定期間開始日での契約上

の地位の移転、又は指定管理者による新規契約への切替え等）については、中途解約に伴う違約

金その他の費用の発生を回避することを基本とし、村及び指定管理者が協議のうえ、指定期間開

始前に決定するものとする。地位の移転による場合は、契約の相手方の承諾を前提とし、村及び

指定管理者が協力して手続を行う。移転又は切替え後の当該契約に係る費用の負担及び契約管理

は、指定管理者が行うものとする。 

 前項に掲げるもの以外の契約については、村において指定期間開始前に解除、終了又は必要な

整理を行う予定である。円滑な管理運営の継続を図る観点から、指定管理者は、既存契約の相手

方との契約締結の可否について検討し、その結果を村に報告するものとする。ただし、指定管理

者が当該相手方と契約を締結することを義務付けるものではない。 

キ その他施設及び設備の良好な維持管理に必要なこと 

② 関係法令等の遵守 

 関係法令に基づき、必要な官公署の免許、許可、認可等を受けるものとする。 

③ 保険への加入 

 利用者及び事業実施に係る次の保険については、指定管理者が加入するものとする。指定管理

者は、毎年度４月末日までに保険証券の写しを村に提出しなければならない。 

ア 利用者傷害保険 子育てサロンの利用者（乳幼児及びその保護者をいう。）を対象とし、
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その事故等に備え、必要な傷害保険に加入すること。（３）に規定する子どもの居場所機能の

利用その他子育てサロンの利用以外の利用に係る傷害については、当該保険の対象外とする。

この取扱いは、施設の管理上の瑕疵に起因する事故その他村又は指定管理者が責任を負うべき

事故に係る責任を免れさせるものではない。 

イ 自主事業を実施する場合は、当該事業に必要なイベント保険その他の賠償責任保険等に加

入すること。自主事業の実施に伴い第三者に生じた損害については、村が加入する賠償責任保

険の対象外となるため、指定管理者は自らの責任及び費用において必要な保険に加入しなけれ

ばならない。 

ウ 必要に応じて、指定管理者の費用と責任において他の保険に加入することができる。 

エ 本施設の建物に係る火災保険（公有建物災害共済を含む。）については、村が契約者とな

るものとするが、これに要する費用は指定管理者の負担とし、指定管理料に含むものとする。

負担の方法、時期その他必要な事項は協定で定める。 

 なお、指定管理業務（自主事業を除く。）の実施に伴い第三者に生じた損害に係る施設賠償責

任については、村が加入する全国町村会総合賠償補償保険等により指定管理者も被保険者として

担保されるため、指定管理者において別途賠償責任保険に加入することを要しない。ただし、自

主事業に係るものは当該保険の対象外であるため、イによるものとする。 

（６）備品等の維持管理に関する業務 

① 備品等の維持管理業務 

ア 備品の維持及び管理に関すること 

 村が指定管理者に貸与した備品（以下「貸与備品」という。）については、指定管理者が適宜

整備を行い、常に適正な状態を保つこと。指定管理者は、村が貸与する備品及び指定管理料によ

り購入した備品について備品台帳を整備し、善良な管理者の注意をもって管理すること。備品の

廃棄、処分又は目的外使用を行う場合は、あらかじめ村の承認を得ること。なお、村に備品登録

されている物品（別途村が作成する備品台帳に記載のあるもの）については、指定期間満了時に

村へ返却すること。消耗品その他備品登録のない物品については、返却を要しない。 

 村が指定管理者に貸与する備品及び物品は、別途村が作成する貸与備品・物品一覧による。教

育支援センター事業に専ら使用する教材、備品、消耗品その他の物品については、原則として教

育委員会が調達、更新及び管理を行う。ただし、施設全体の管理に必要な備品、設備及び共用物

品については、指定管理業務の対象として取り扱う。 

イ 貸与備品の小規模修繕に関すること 

 １件あたり 20 万円未満の貸与備品の修繕については、経年劣化、通常使用による損耗、第三者

の行為その他指定管理者の責めに帰することができない事由によるものを含め、指定管理者の費
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用と責任において実施すること。ただし、必要とされるメンテナンス等を怠り修繕が発生した場

合は金額にかかわらず指定管理者の費用と責任において実施すること。１件あたり 20 万円以上の

貸与備品の修繕又は更新は、村が行うものとする。 

ウ 消耗品の管理に関すること 

 消耗品については、指定管理者がその費用と責任において調達すること。 

エ 指定管理者による設備、器具類等の設置 

 指定管理業務に必要な設備及び器具類を調達（リース契約によるものを含む。）し、設置する

ことができる。この場合において、当該設備又は器具類が施設等に固定するもの若しくは施設等

の原状変更を伴うものであるときは、施設等の外観、規格、機能等に変更のない小規模なものを

除き、あらかじめ村の承認を得ること。 

オ 備品の帰属 

 指定管理料を財源として調達した備品は村に帰属するものとし、指定期間満了後 30 日以内に、

備品台帳及び現物を村に引き渡すこと。指定管理者が自費で購入した備品は指定管理者に帰属す

る。指定管理料を財源として調達し村に帰属する備品については、指定管理者において減価償却

の会計処理を行う必要はない。指定管理者が自己の費用で調達し指定管理者に帰属する備品の会

計処理は、指定管理者の会計基準による。 

カ 村の事業における備品の使用への協力 

 村は、村が実施する事業（健診、説明会、講座その他の村主催事業をいう。）のために、貸与

備品その他本施設の備品を使用する必要があるときは、あらかじめ指定管理者と日程調整のうえ、

その使用について協力を求めることができる。指定管理者は、通常の管理運営業務に支障のない

範囲でこれに協力するものとし、当該協力について使用料その他の対価を要しない。 

② リース備品の取扱い 

 指定期間開始後において、指定管理者が契約したリース備品については、指定期間が終了した

時点又は指定期間終了前に指定を取り消された時点で、指定管理者の費用と責任において処理す

るものとする。 

（７）防災等に係る業務 

① マニュアルの作成 

 防災、防犯、避難、虐待、事故その他不測の事態への対応等について、マニュアルを作成し、

従業員に周知徹底すること。 

② 消防法等の規定による業務 

 消防法等の規定により、指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。 
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ア 消防法に基づく防火管理者の選任（所管消防署へ報告） 

イ 消防法その他関係法令の規定により必要となる場合、防火対象物の定期点検報告書を作成

し、所管消防署へ提出すること。 

ウ 消防法に基づく消防計画の作成、見直し（所管消防署へ報告） 

エ 消防法に基づく消火、通報及び避難訓練の実施 

オ 消防用設備の点検、整備（点検内容は所管消防署へ報告） ※消火器については、指定管

理者において使用期限に応じ随時詰め替えまたは交換を行うこと。 

カ 火気の使用及び取扱いに関する監督 

キ 避難又は防災上必要な設備の維持管理 

ク 火元責任者の選任 

ケ その他防火管理上必要な業務 

③ 防災訓練等 

 火災、地震、不審者、事故、急病その他緊急時に備え、避難訓練、防災訓練及び防犯訓練を年

１回以上実施し、その記録を村に報告すること。 

④ 教育支援センター（中間教室）との緊急時における連携 

 教育支援センター（中間教室）が本施設内に併設されていることを踏まえ、指定管理者は、火

災、地震、不審者、事故、急病その他緊急時において、教育支援センターの利用者及び職員の安

全確保に必要な範囲で、教育支援センター職員と連携し、避難誘導その他必要な協力を行うもの

とする。 

 ③に定める避難訓練、防災訓練及び防犯訓練の実施にあたっては、教育支援センターの参加の

要否及び方法について、あらかじめ村と協議のうえ定めるものとする。 

 教育支援センター内で発生した事故、傷病その他の緊急事態に対する一次対応の主体、連絡体

制及び役割分担については、村、指定管理者及び教育委員会が協議のうえ、緊急時対応マニュア

ルに定めるものとする。 

⑤ 事故・緊急時の対応 

ア 事故又は傷病等が発生した場合は、応急処置を行うとともに、速やかに保護者及び村に連

絡すること。緊急性が高い事案については、児童相談所、警察、消防等へ直接通報することを

妨げない。 

イ 施設に関する緊急事態が発生した場合は、直ちに村に報告し、その指示を仰ぐこと。なお、

土曜日、閉庁日等において村に連絡が取れない場合で緊急性が高い事案については、児童相談

所、警察、消防等へ直接通報することを妨げない。 
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ウ 緊急時対応マニュアルを整備し、職員に周知徹底すること。 

⑥ 災害等の緊急時における対応に関する業務 

 原村地域防災計画に基づく村及び関係機関からの要請に対しては迅速に対応すること。 

ア 緊急連絡体制を確立し、連絡網等による迅速な対応を行う。 

イ 警戒宣言発令に伴う利用者等への周知、把握及び避難の実施と、それに伴う避難状況等の

村及び関係機関への報告 

ウ 災害等の発生に伴う人的及び物的な被害の調査把握及び応急対策の実施 

エ その他緊急時等において必要な業務 

（８）報告書の作成及び提出 

① 月次報告書の作成及び提出 

 毎月、前月分に関する下記の事項を記載した報告書を翌月 10 日までに所管課に提出するものと

する。 

ア 利用者数及び利用状況 

イ 実施プログラム及び講座等の実績 

ウ 相談件数及び対応状況（個人情報を除く件数等。（２）②イ④に定める連絡区分ごとの件

数を含む。） 

エ 修繕の実施状況 

オ 相談室、会議室及びテレワークルームの使用状況 

カ 苦情・事故対応状況 

キ その他村が必要と認める事項 

② 交付金実績報告に係る速報資料の提出 

 指定管理者は、村が子ども・子育て支援交付金その他補助金等の実績報告を行うため、年度終

了後５営業日以内又は村が指定する日までに、事業実施月数、開設日数及び開設時間、利用親子

組数、専任職員の配置実績、加算対象事業の実施状況その他村が求める資料を速報値として提出

するものとする。 

③ 事業報告書の作成及び提出 

 原村公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第７条の規定に基づき、毎年度終了

後 60 日以内に、下記の事項を記載した事業報告書（事業実績、収支報告及び次年度計画案を含

む。）を村長に提出するものとする。 

ア 管理業務の実施及び利用状況 
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イ 利用料金の収入実績 

ウ 管理に係る経費の収支の状況 

エ 子ども・子育て支援交付金の加算要件（ア）（イ）の充足状況（地域支援の取組実績、連

携機関一覧、実施回数等）及び親子関係形成支援事業の実施状況（実施回数、参加者数等） 

オ 相談業務の実施状況（相談件数、（２）②イ④に定める連絡区分ごとの件数、村への連絡

及び引継ぎの状況、課題並びに改善点。個人情報に係るものを除く。） 

カ 自主事業の実施状況（実施した場合） 

キ 管理の実態を把握するために村長が必要と認める事項 

 なお、指定期間中途において指定を取り消された場合は、原村公の施設に係る指定管理者の指

定手続等に関する条例第７条ただし書の規定により、速やかに（遅くとも取消日から 30 日以内

に）、当該日までの間の事業報告書を提出すること。 

④ 記録の作成及び保存 

 指定管理者は、日報、相談対応記録及び苦情・事故等対応記録簿を作成し、村が求めたときは

速やかに提出又は提示できるよう適切に保存すること。相談対応記録の様式は、（２）②イ⑨に

定める運用ガイドラインによるものとする。 

⑤ モニタリング 

 村は、年１回以上、書面審査及び現地確認によるモニタリングを実施するものとし、指定管理

者はこれに誠実に対応すること。 

⑥ 補助金関係資料の提出協力 

 指定管理者は、子ども・子育て支援交付金その他補助金等の申請、実績報告、検査、監査及び

会計検査に必要な資料の作成及び提出に協力しなければならない。村から資料提出を求められた

場合は、勤務実績、職員配置実績、常勤職員の配置を確認できる書類、利用実績、利用者数、相

談件数、講座実績、子育て支援活動の展開を図る取組の実績、地域支援の実績、関係機関連携の

実績、収支状況、支出証拠書類その他必要な資料を速やかに提出すること。 

 指定管理者は、前項の資料を適切に作成及び保存し、村が求めたときは速やかに提出しなけれ

ばならない。 

（９）成果目標 

 本業務に係る成果目標は、基本協定書において定めるものとする。成果目標は、子育てサロン

の利用者数、育児・子育てに関する相談への対応、子ども・子育て支援交付金の加算要件（ア）

及び（イ）の充足並びに親子関係形成支援事業の実施（年８回以上）、利用者アンケートにおけ

る満足度その他村が必要と認める事項について設定する。 
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 成果目標の具体的な項目及び数値は、指定管理者候補者の選定後、提案内容を踏まえ村と指定

管理者が協議のうえ、基本協定書において定める。 

 指定管理者は、指定期間中毎年度、成果目標の達成に努めるとともに、その達成状況を（８）

③の事業報告書に記載するものとする。 

５．指定管理業務の対象外 

 次に掲げる業務は、指定管理の対象外とし、村が実施するものとする。 

（１）相談員による専門的相談業務（村が担う固有業務として実施するものとし、施設への常駐

は要しない。） 

（２）教育支援センター（中間教室）に関する業務 

 教育支援センター（中間教室）に関する業務は、教育委員会所管の村直営事業であり、指定管

理業務には含まない。 

 指定管理者が行わない業務は、少なくとも次のとおりとする。 

① 教育支援センターの事業運営 

② 利用児童生徒への指導・支援 

③ 保護者対応 

④ 教育相談 

⑤ 支援記録・相談記録の作成及び管理 

⑥ 教育支援センター関係の個人情報管理 

⑦ 教育委員会又は学校との支援方針調整 

⑧ 教育支援センター事業に必要な教材、備品、消耗品等の調達・更新・管理 

 また、指定管理者は、はらっぱの事業の実施にあたり、同一施設内で行われる教育支援センタ

ーの活動に支障を及ぼさないよう配慮すること。特に、大きな音を伴う活動については、時間帯

及び音量に配慮するものとする。 

 ただし、本施設全体の建物、設備及び共用部分の維持管理は指定管理者が行うものとし、教育

支援センターとして使用する室の建物及び設備部分の維持管理についても、施設全体の管理の一

部として指定管理者が行うものとする。教育支援センターとして使用する室への入室を伴う清掃、

点検、修繕及び緊急時の対応については、あらかじめ村と協議のうえ定める方法及び手順により

行う。 

 本施設の設置者・所有者は村であり、指定管理者は村から指定を受けて施設の管理を行う。教

育支援センターは、同一施設内で村が引き続き実施する直営事業であり、指定管理者が村から部

屋を借りる又は村が指定管理者から施設の一部を借りるものではない。 
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（３）ことばの相談（村直営又は村が別途委託する専門相談として実施するものとし、指定管理

者は会場調整、受付補助、利用者への案内及び必要な引継ぎに協力すること。） 

（４）行政財産の目的外使用許可 

（５）要保護児童対策地域協議会における支援方針の決定、行政上の調査・指導・措置判断 

（６）利用料金の滞納に係る督促・強制徴収その他法令上村長の権限に属する事務。なお、指定

管理者は通常の請求・催告等、私法上認められる範囲の対応を行うことができる。 

（７）子育て世帯の就業に関すること（設置条例第３条第４号に規定する業務であるが、指定管

理業務の対象外とし、村が実施するものとする。） 

６．利用料金 

 指定管理者は、地方自治法第244条の２第８項及び設置条例の規定に基づき、本施設の相談室、

会議室及びテレワークルームの利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を自己の収入とし

て収受するものとする。 

（１）利用料金の額 

 利用料金の額は、設置条例第７条第３項の規定により、設置条例別表に定める額の範囲内にお

いて、指定管理者があらかじめ村長の承認を得て定めるものとする。 

 指定管理者は、指定期間の開始日から適用する利用料金の額について、指定期間の開始日の１

か月前までに村に申請し、村長の承認を得なければならない。 

 指定管理者は、利用料金の額を変更しようとするときは、変更しようとする日の４か月前まで

に村に申請し、村長の承認を得なければならない。承認を受けたときは、利用者に対し変更内容

を説明するとともに、新料金の実施にあたって相当の周知期間を設ける等、適切な対応を行うこ

と。 

（２）利用料金の減免及び還付 

 利用料金の減免は、設置条例第８条第２項の規定により、指定管理者があらかじめ村長の承認

を得て行うものとする。利用料金の還付は、設置条例第９条第２項の規定により指定管理者が行

うものとする。減免及び還付の運用基準は、あらかじめ村と指定管理者が協議のうえ協定で定め

る。 

（３）利用料金の収受 

 指定管理者は、利用料金の収受、領収書の交付、収納金の管理その他必要な事務を、自己の責

任において適正に行うものとする。 

 なお、利用料金の滞納に係る督促、強制徴収その他法令上村長のみが行うことができる権限は、
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指定管理者には属しないものとする。指定管理者は通常の請求・催告等、私法上認められる範囲

の対応を行うことができる。 

（４）利用料金の周知 

 指定管理者は、利用料金を定め、又は変更したときは、これを本施設に掲示するとともに、ホ

ームページ等により利用者に周知しなければならない。 

７．指定管理料 

（１）指定管理料は、３年間総額 48,702千円以内（年額 16,234千円以内、消費税及び地方消費税

を含む。）（予定）を上限とする。確定額は、提案内容を踏まえて村と指定管理者が協議のうえ

協定で定める。 

 なお、指定管理料の上限額は、令和８年度時点における積算に基づく予定額であり、これに係

る債務負担行為について令和８年９月の村議会の議決を経て確定する。議会の審議の結果により、

上限額が変更となる場合がある。 

（２）指定管理料の支払は、四半期払いを基本とし、各四半期終了後の翌月（７月、10 月、１月

及び４月）の末日までに支払うものとする。各期の支払額は年額の４分の１を基本とし、端数は

第４四半期で調整する。支払方法の詳細は協定で定める。 

（３）総務省統計局が公表する消費者物価指数（全国・総合）の年平均が前年比で５パーセント

以上変動した場合は、村と指定管理者の協議により指定管理料を改定することができる。当該場

合を除き、指定管理料の改定は行わない。 

（４）本施設は利用料金収入が僅少で収益を目的とする施設ではないことから、指定管理料の精

算は行わないものとする。村の指示、施設改修、災害、感染症その他指定管理者の責によらない

事由により本施設を休館させた場合においても、当該休館期間に係る指定管理料の精算は行わな

い。ただし、休館が長期にわたり、指定管理者の業務量又は費用に著しい増減が生じたときは、

村と指定管理者が協議のうえ必要な措置を講ずるものとする。なお、年度事業計画書に記載した

事項を実施しなかった場合、又は子ども・子育て支援交付金その他補助金の交付要件を満たさな

かったことにより村の歳入が減少した場合等は、村と指定管理者が協議のうえ、指定管理料を減

額することがある。 

（５）本施設に設置されている太陽光発電設備に係る売電契約は、村が締結するものとし、これ

に係る売電収入は村に帰属するものとする。指定管理者は、当該売電契約に関する事務は行わな

いものとする。なお、施設内で使用する電力（自家消費分）の料金は、指定管理者の負担とする。 

（６）本施設の電気（前号の自家消費分を含む。）、上水道及び下水道、灯油その他の燃料、通

信（電話及びインターネット）並びに廃棄物処理に係る費用は、指定管理者の負担とし、指定管
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理料に含むものとする。指定管理者は、指定期間開始日までに、これらの供給契約の締結又は使

用者名義の変更その他必要な手続を行うものとする。 

８．その他 

（１）利便設備等の設置 

 自動販売機等の利便設備を設置する場合は、あらかじめ村の許可を得ること。 

（２）会計の独立及び帳簿の保存 

 指定管理者としての業務に係る会計については、他の会計と区分して経理し、別の会計帳簿類

を設けて管理すること。指定管理業務、自主事業及び実費徴収に係る経費は区分して管理するこ

と。収入及び支出の状況を明らかにする帳簿並びに証拠書類は、適切に整備・保存すること。な

お、子ども・子育て支援交付金の対象事業については、事業区分（地域子育て支援拠点事業及び

親子関係形成支援事業）に応じて支出を区分して経理し、村の交付金実績報告に対応できるよう

整理すること。 

（３）実費徴収 

 指定管理者は、事業実施に必要な教材費、材料費その他実費相当額を利用者から徴収すること

ができる。徴収額は実費の範囲内とし、あらかじめ利用者に周知するとともに、徴収の状況を月

次報告書に記載し、収支を明確に整理すること。 

（４）個人情報の保護及び守秘義務 

① 指定管理者は、業務を通じて知り得た個人情報を適切に管理し、業務遂行に必要な最小限

の範囲においてのみ取り扱い、目的外に使用してはならない。 

② 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律、原村個人情報保護法施行条例その他関係法

令を遵守すること。 

③ 指定管理者及びその従事者は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。指定の期間が

満了し、又は指定が取り消された後も同様とする。 

④ 指定管理者は、業務に従事する職員から従事者誓約書を徴し、個人情報の取扱いに関する

研修を年１回以上実施しなければならない。 

⑤ 指定管理者は、紙媒体及び電子媒体による個人情報の保存場所、アクセス権限及び持出し

の制限を明確化し、書面で管理しなければならない。 

⑥ 個人情報の漏えい等のインシデントが発生した場合は、指定管理者は直ちに、遅くとも覚

知後 24 時間以内に村に第一報を行い、その後速やかに書面により詳細を報告しなければならな

い。本人通知及び個人情報保護委員会への報告は、村と指定管理者の協議のうえ村が主導して



24 

 

対応する。 

⑦ 本仕様書による業務の終了又は指定の取消し後は、指定管理者は村の指示に従い、指定管

理者が保有する個人情報が含まれる記録及びデータ（電子データ、バックアップデータ及び再

委託先が保有するデータを含む。）を村に返却し、移管し、又は廃棄しなければならない。相

談対応記録、苦情・事故等対応記録、虐待その他要保護児童に関する記録その他継続的な支援

又は行政上の対応に必要な記録は、原則として村又は村が指定する者に引き継ぐものとする。

廃棄は村が指示し、又は承認したものに限るものとし、廃棄したときは、廃棄方法、廃棄日及

び対象記録を記載した廃棄証明書を村に提出しなければならない。 

⑧ 村と指定管理者間の個人情報の取扱いは、基本協定書に定める個人情報の取扱いの委託に

関する特記事項及び原村個人情報、個人番号及び特定個人情報の取扱いに関するマニュアルに

よるものとする。相談業務に関する情報共有の範囲、方法及び様式については、これらのほか、

４（２）②イ⑨に定める運用ガイドラインによるものとする。 

⑨ 指定管理者は、教育支援センター（中間教室）の支援記録、相談記録、児童生徒情報その

他教育支援センター業務に係る個人情報を取り扱ってはならない。施設の維持管理上必要な最

小限の範囲内で当該室に入室した際に知り得た情報についても、その内容を記録し、利用し、

又は第三者に提供してはならない。 

（５）再委託の制限 

 指定管理者は、指定管理業務のうち次に掲げる業務（中核業務）を第三者に再委託してはなら

ない。 

① 地域子育て支援拠点事業に係る基本４事業（交流の場の提供、相談・援助、情報提供、講

習等） 

② 設置条例第５条に規定する使用の許可 

③ 利用料金の収受及び管理 

④ 個人情報を取り扱う相談記録の作成及び保管 

 指定管理者は、清掃、警備、設備保守、リース、決済サービス、会計システム、記録管理シス

テム、ＩＴ保守その他管理運営業務の補助的な部分を第三者に委託したときは、委託先の名称、

業務の内容及び委託期間を村に報告するものとする。ただし、当該第三者に個人情報を取り扱わ

せる委託については、あらかじめ書面により村の承認を得なければならない。再委託先に対して

は、本仕様書及び協定に定める義務（個人情報保護を含む。）と同等の義務を遵守させること。 

（６）応募者の資格要件 

 本業務の指定管理者の指定に係る応募者の資格要件は、別に定める募集要項によるものとする。 



25 

 

（７）協定の締結 

 村と指定管理者は、原村公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例及び同条例施行

規則の規定に基づき、次に掲げる事項を内容とする協定を締結するものとする。 

① 指定期間に関する事項 

② 事業計画に関する事項 

③ 利用料金に関する事項 

④ 事業報告及び業務報告に関する事項 

⑤ 指定管理料及びその支払に関する事項 

⑥ リスク分担に関する事項 

⑦ 前各号に掲げるもののほか、村長が必要と認める事項 

（８）指定の取消し等 

 村は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当するときは、指定を取り消し、又は期間を定め

て管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

① 本仕様書、協定その他関係法令に違反したとき。 

② 指定管理業務の遂行が著しく不適当であると認められるとき。 

③ 前各号のほか、村長が必要があると認めるとき。 

（９）事業継続及び引継ぎ 

 指定管理者は、指定期間の満了又は指定の取消し等により管理業務を終了する場合、村又は次

期指定管理者に対し、利用者対応状況、事業計画、相談・苦情・事故記録、備品台帳、関係機関

連絡先、各種マニュアルその他必要な事項を誠実に引き継ぐこと。 

 指定管理者は、指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは管理業務の全部若

しくは一部の停止を命じられたときは、原村公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条

例第 10 条の規定により、本施設の施設又は設備を速やかに原状に回復しなければならない。ただ

し、村長が特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 

（10）指定管理者に対する監査等 

① 実施調査等 

 村は、施設の適正な運営を期するため、指定管理者に対し、当該業務内容又は経理状況に関し

て定期報告書以外に随時報告を求め、実地に調査し又は必要な指示をする場合があること。 

② 監査 

 村が必要と認めるときは、指定管理者が行う管理運営業務に係る事務について監査を行う場合
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があること。 

（11）災害時等の臨時休館 

 村は、災害又は事故が発生したときは、本施設を臨時休館とし、原村地域防災計画に基づき、

地域住民の避難所等として使用することができる。指定管理者は、村からの協力要請に応じなけ

ればならない。この場合における指定管理者の協力内容、追加費用、通常業務への影響及び指定

管理料の取扱いについては、村と指定管理者が協議のうえ定める。 

（12）交付金要件に変更があった場合の協議 

 子ども・子育て支援交付金その他補助金等の交付要綱、実施要綱、補助基準額、加算要件、県

の取扱いその他本業務の実施に影響を及ぼす事項に変更があった場合は、村と指定管理者が協議

のうえ、必要に応じて業務内容、職員配置、実施体制、報告方法又は指定管理料の取扱いを見直

すものとする。 

（13）公文書の管理 

 指定管理者は、本業務に関して作成し、又は取得した公文書等について、原村公文書公開条例

の趣旨を踏まえ、適切に管理すること。 

（14）補則 

 本仕様書に定めのない事項については、村と指定管理者が協議のうえ定める。指定管理者は、

関係法令、条例、規則及び通知を遵守し、適切な管理運営に努めること。 


